
１ 刊行物等の発行

�１ ディスカッションペーパーの発行

「９０年代における上場企業の増資行動」№２０００―０１（４月）

「９０年代における上場企業の負債比率について」№２０００―０２（４月）

「女性の就業と賃金（年収）のパネル分析」№２０００―０３（４月）

「電話サービスの支出弾力性と価格弾力性の計測」№２０００―０４（５月）

�２ 金融・経済解説紙等の発行

「NEWS BRIEF（経済指標解説）」（随時発行）

「IPTPトピックス（金融経済解説）」（適宜発行）

「IPTP ECONOMIC WEEKLY（週単位の経済・金融分析）」（毎週金曜日発行）

「IPTP ECONOMIC MONTHLY（月単位の経済・金融見通し）」（毎月上旬発行）

２ 広報活動

�１ P―sat放映

「重要文化財「エレキテル」公開と模型による作動実演」（４月３日～７日）

「我が国における環境会計導入の状況」（４月１１日）

「月例経済・金融概観の解説」（４月２５日）

「研究発表会のお知らせ」（５月９日）

「月例経済・金融概観の解説」（５月３０日）

�２ 新聞・雑誌・学会誌等への掲載

「家計における金融資産選択に関する調査の紹介」ビジネス調査資料総覧（月報）４月号／日本能

率協会総合研究所

「広域連合」かんぽ資金（４月号）

「１２月の地域経済指標の総合的な動き」かんぽ資金（４月号）

「移動体通信における非音声系サービス」情報通信ジャーナル（４月号）

「Contributions of ICTs to Sustainable Information Society: Managerial, Macroeconomic, and

Environmental impacts in Japan」Sustainable Information Society for the２１st CenturyのPro-

ceeding（４月）

「郵便物と機械処理の適応性」郵政（４月号）

「前島一代記（後編）」郵政（４月号）

「重要文化財『エレキテル』公開と模型による作動実演」逓信文化新報（４月６日）、日本私立大

学協会（４月５日）

「環境税（炭素税）」かんぽ資金（５月号）

「１月の地域経済指標の総合的な動き」かんぽ資金（５月号）
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「アメリカにおける電気通信政策決定メカニズム」通信文化新報（５月）

「国際コンファレンスの開催結果・ラインゴールド対談」情報通信ジャーナル（５月号）

「国際コンファレンスの開催模様」郵政（５月号）

「郵便自動車」郵政（５月号）

「移動体通信の普及動向」TCA協会ニュース（５月号）

３ 学会・大学・講演会等での発表

「ITとナレッジ・マネジメント～KMの促進剤としてのIT～」簡易保険福祉事業団IT活用推進本

部講演会（４月１１日）

「経済予測演習」郵政大学校（４月１２日、１９日、２６日）

「規模間賃金格差に関する実証分析：消費生活に関するパネルデータ（１９９４・１９９５年）より」日

本経済学会春季大会（５月１３日）

「電話サービスの支出弾力性と価格弾力性の計測」日本経済学会２０００年度春季大会（５月１３日）

「経済予測演習」郵政大学校（５月９日、１８日）

４ 報道発表

「金融機関利用に関する意識調査」（４月１１日）

５ ていぱーくの特別展

・世界のフリー・ポストカード展（５月１９日（金）～６月１１日（日））

・ＮＨＫ ＢＳデジタル展（６月１８日（日）～７月９日（日））

◆ Opinion―読者の声― ◆

本号に掲載した論文等について、皆様からのご意見をお寄せください。本誌の中で随時取り上げ

ていく予定です。宛て先は下記まで、所属先及び氏名を明記の上、お送り願います。

なお、郵政研究所では大学・研究機関等のホームページと積極的にリンクを設定していきたいと

考えております。リンクをお考えの方は下記までE―mailにてお知らせ下さい。

【御意見等の宛て先】

〒１０６―８７９８ 東京都港区麻布台１―６―１９ 郵政省郵政研究所 研究交流課

TEL：０３―３２２４―７３１０ FAX：０３―３２２４―７３８２

Webサイト http：／／www.iptp.go.jp

E―mail：www―admin@iptp.go.jp
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